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2022年 1月 24日 

各 位 

会 社 名 ユ ニ チ カ 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長  上埜 修司 

 （コード番号：3103、東証第一部） 

問合せ先   経営企画部長   森田 誠宏 

      （ＴＥＬ 06-6281-5695） 

 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、2022年 1月 24日開催の取締役会において、当社 100％出資の連結子会社であるユニチカ設備技術

株式会社を吸収合併することを決議しましたので、お知らせいたします。 

 なお、本合併は、当社 100％出資の連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一

部省略して開示しております。 

 

１．合併の目的  

 ユニチカ設備技術株式会社は、各種プラントの設計施工及び保全を行ってきましたが、新規の受注について

は 2019 年 4 月に終了しました。今般、当社グループ経営の効率化を図るため、同社を当社に吸収合併するこ

とにいたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

取 締 役 会 決 議 日 2022年 1月 24日 

合 併 契 約 締 結 日 2022年 1月 24日 

実 施 予 定 日 （ 効 力 発 生 日 ） 2022年 4月 1日（予定） 

 

    なお、本合併は、当社については、会社法第 796条第 2項に定める簡易合併の手続であり、ユニチカ設

備技術株式会社については、会社法第 784条第 1項に定める略式合併であるため、それぞれ合併契約承

認に関する株主総会は開催いたしません。 

 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ユニチカ設備技術株式会社は解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

当社 100％出資の連結子会社との吸収合併であるため、本合併による株式その他金銭等の割り当てはご

ざいません。 

 

（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

ユニチカ設備技術株式会社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 
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３．合併当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 ユニチカ株式会社 ユニチカ設備技術株式会社 

（２） 所 在 地 

 

大阪市中央区久太郎町四丁目 1番 

3号 

京都府宇治市宇治戸ノ内 5番地 

 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 上埜 修司 代表取締役社長 小野塚 仁 

（４） 事 業 内 容 高分子、機能資材、その他 機械の設計・据付・修理、その他 

（５） 資 本 金 100,450,000円 100,000,000円 

（６） 設 立 年 月 日 1889（明治 22）年 6月 19日 1977(昭和 52)年 4月 5日 

（７） 発 行 済 株 式 数 57,752,343株 200,000株 

（８） 決 算 期 3月 31日 3月 31日 

（９） 大株主及び持株比率 

   （2021年 3月 31日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）      9.54% 

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）           4.45% 

株式会社三菱 UFJ銀行   4.08% 

ユニチカ従業員持株会   2.29% 

株式会社日本カストディ銀行（信託

口 5）            1.51% 

ユニチカ株式会社      100% 

（10） 直前事業年度（2021年 3月期）の財政状態及び経営成績 

 純 資 産 41,192百万円 △4,980百万円 

 総 資 産 190,403百万円 181百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 257円 △24,903円 

 売 上 高 110,375百万円 4百万円 

 営 業 利 益 6,018百万円 △22百万円 

 経 常 利 益 5,381百万円 △22百万円 

 当 期 純 利 益 3,864百万円 70百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 61円 352円 

（注）１．ユニチカ株式会社の（10）財政状態及び経営成績は、連結決算の数値です。   

    ２．（10）財政状態の状況及び経営成績の数値は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

４．合併後の状況 

 本合併後の当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期については、いずれも変

更はございません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社 100％出資の連結子会社との合併であり、当社連結業績への影響は軽微です。 

  

以 上 


